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当社に対する訴訟の経過に関するお知らせ 

 

2017 年 12 月８日付の「当社に対する訴訟の提起に関するお知らせ」にてお知らせしま

したとおり、当社は、三井不動産レジデンシャル株式会社（以下、原告という。）より

2017 年 11 月 28 日付にて訴訟の提起を受け、現在係争中ですが（2018 年７月 13 日付

「現在係争中の訴訟に係る訴えの変更に関するお知らせ」及び 2022 年 10 月 18 日付「現

在係争中の訴訟に係る訴えの変更に関するお知らせ」記載のとおり、その後、原告より請

求額の増減がなされております。）、本訴訟及びその関連訴訟（以下、本訴訟という。）

は調停に付されているところ、本訴訟に関して、2025 年３月 13 日付で東京地方裁判所に

より民事調停法第 17 条に基づく調停に代わる決定（以下、本件 17 条決定という。）がな

されましたので、お知らせいたします。 

本件 17 条決定は、当社に関する部分といたしましては、①原告に対し、当社が本件解

決金として 30 億 7500 万円を支払うこと、及び、②当社と原告及び共同被告らのいずれと

の間でも本件に関してその他に何らの債権債務のないことを相互に確認すること、を主な

内容としております。 

これに対し、2025 年３月 21 日付で他の当事者より民事調停法第 18 条１項に基づく異

議の申立がなされたため、同条４項に基づき、本件 17 条決定は効力を失い、本訴訟につ

いては引き続き審理及び裁判がなされることとなりました。 

当社としましては、本訴訟において、引き続き、当社の主張を適切に展開してまいりま

す。 

 

本訴訟が当社の今後の業績に与える影響を現時点で見通すことは困難であることから、

本訴訟の当社業績に対する影響は見込んでおりません。なお、今後開示すべき事項が発生

した場合には速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


